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る空隙を埋めて基本的保護を確保する機能をマルテンス条項が持つとされた。Legality of the 

Threat or Use of Nuclear Weapons, Advisory Opinion, ICJ Reports 1996, para. 78. 

（3） 国際人道法は禁止規範の集合体であるとし、「禁止されないことは許される」の原則が

今日も妥当して国際人道法からは行動の自由が確保されるとしても、平時一元化の現代では平

時法からする禁止が重畳的にあり得る。国際人道法が禁止規範集合体か否かについてはさしあ

た り 以 下 を 見 よ 。 Quintin, Anne. The Nature of International Humanitarian Law: A 

Permissive or Restrictive Regime?  Edward Elgar Pub., 2020.  

（4） 真山全「憲法的要請による集団的自衛権限定的行使の発現形態―外国領水掃海および



外国軍後方支援―」『国際問題』六四八号、二〇一六年、二三～二四頁。 

（5） したがって、一九五三年七月以降の南北朝鮮の軍事衝突は、平和条約締結前の朝鮮戦

争休戦期間におけるそれであるからといって朝鮮戦争の一部となると認識することはできない。

二〇一〇年の韓国海軍コルベット天安の北朝鮮軍による撃沈も朝鮮戦争とは別個の武力紛争と

され、国際刑事裁判所（ICC）検察局もそのように扱った。ICC Office of the Prosecutor. Situation 

in the Republic of Korea: Article 5 Report. Sec.54ff., 2014; 黒﨑将広他『防衛実務国際法』弘

文堂、二〇二一年、二九八頁。 

（6） 国際法関係文献で珍しくグレーゾーンに言及するものとしてアメリカ海軍大学校教官

らによる Newport Manual on the Law of Naval Warfare（International Law Studies, Vol. 101

（2023）, para. 2.1.2.1, p. 22）があるが、これとて法的状態としてグレーゾーンを扱ってはいな

い。 

（7） 他にも一国の政府とそれが交戦団体承認を与えた反徒との闘争、および政府と自決権

行使団体の間の闘争は国際的武力紛争である。 

（8） 反徒同士の武力紛争や、国外にある非国家的主体と国家の間の武力紛争も非国際的武

力紛争とされる。 

（9） もっとも、いくらかのハーグ法規則の非国際的武力紛争への適用を認める規定を設け

る条約もある。特定通常兵器使用禁止制限条約（CCW）はその一例である（第一条第二項）。ま

た、旧ユーゴスラヴィア国際刑事裁判所のいくつかの判決を機に、国際的と非国際的の武力紛争

の規則を同一化する動きが目立つようになった。ICC 規程にもハーグ法の非国際的武力紛争適用

を前提とする規定が交じる（第八条第二項（e）（ix）、（x）、（xii）～（xviii））。 

（10） 台湾は住民、領域および政府の存在という国家三要件を満たしているものの、中国一

国論から完全には脱しておらず、台北の政府はそれが中華民国という国号で呼んできた中国国

家を代表する政府ではなく台湾という別国家の政府とは公然と言い切ってはいない。別国家で

あることを明言すれば中国の侵攻を招くからであるとはいえ、自ら国家であることを明確にし

ない実体の国家性は疑わしく、この状況を前提とすれば中台武力紛争を国際人道法からして直

ちに国際的武力紛争であるというには躊躇する。台湾住民を自決権行使団体とすれば中台武力

紛争を国際化できるともされるが、自決権行使団体たることが肯定されても、台湾が中国に制圧

され第一追加議定書第一条第四項の本来的適用事態が生じるまでは武力紛争は国際的のそれに

はならないと反論されるかもしれない。侵攻を受けてしまえば、国家に至らない自決権行使団体

としての地位を主張するよりは国家性を主張した方が得策である。 

 台湾が覚悟を決めて国家性を明言すれば、台湾からして中台武力紛争は国際的のそれに転換

される。他方、中国は台湾の国家性を引き続き否定しようから、中国から見れば中台紛争は非国

際的武力紛争であることを変えず、中国が台湾軍構成員に捕虜資格を付与し、それとの戦闘にハ

ーグ法を適用するとしてもそれは任意的にそうするのであって義務的であるからではないとい

うことになる。 

 ユス・アド・ベルムからしても国家性の公然たる表明のない限り問題は残り、非国家的主体を



集団的自衛権で助けることはコソボの場合と同じくできない。台湾が中国国家の一部を構成す

るという北京政府の主張を日米などが理解し尊重し、あるいはそれを認識（acknowledge）する

というのは台湾問題平和的解決が前提であるというのではあるが、台湾による国家性の表明を

欠いたままでは、中国が台湾に侵攻してこの前提が崩壊すれば台湾の国家性が自動的に認めら

れるというわけにはいかないと思われる。いわゆる分裂国家の場合のそのそれぞれの側による

自衛権行使を認めるという特殊な見解をとらない限りは、アメリカが台湾を集団的自衛権で支

援するには、台湾の国家性が独立の宣明などで確認されなければならない。日本がそれ以前に台

湾支援のアメリカ軍を日本が日米安保条約に従い支援することはできず、また台湾のために集

団的自衛権を行使することも難しい。 

（11） 同条の「如何ナル手段ニ依ルモ」は空対地攻撃でも地対地攻撃と同じ規則が適用され

ることを確認するために挿入されたとされる。See, Hanke, Heinz Marcus. “The 1923 Hague 

Rules of Air Warfare: A Contribution to the Development of International Law Protecting 

Civilians from Air Attack.” International Review of the Red Cross, no. 292, 1993, pp. 12-13. 
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guerre aérienne.”  Millet-Devalle, Anne-Sophie, ed. Guerre aérienne et droit international 
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（13） 国 際 法 に お け る 類 推 の 分 析 に つ い て は 以 下 を 見 よ 。 Vöneky, Silja. “ Analogy in 

International Law. ”  Max Planck Encyclopedias of International Law, 2008, 

https://opil.ouplaw.com/display/10.1093/law:epil/9780199231690/law-9780199231690-

e1375?print=pdf. 

（14） “A Declaration of the Independence of Cyberspace” （by John Perry Barlow, 1996, 

reproduced in Duke Law and Technology Review, vol. 18, 2019, pp. 5-7）なるものを含む独自

性の主張に関する国際人道法からの分析として、Mačák, Kubo.“Silent War: Applicability of the 

Jus in Bello to Military Space Operations.” （International Law Studies, vol. 94, 2018, pp. 13-

15）がある。 

（15） Dinniss, Heather Harrison. Cyber Warfare and the Laws of War. Cambridge 

University Press, 2012, p. 28. 

（16） 本稿では、武力紛争中のサイバー活動従事者が戦闘員資格保持を要求されるかの問題

は扱わない。それは、電子戦を含む他の全ての敵対行為従事者の場合と基本的に変わらないから
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対行為参加それ自体を明示に禁止する規則は見当たらないことに留意を要す。禁止されない行

為であっても、その従事者が後に法的責任を追及される場合が国際人道法にはある。 
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より国際人道法適用が排除されないことの確認が必要であるが、ここでは国際人道法の適用は
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の適用を否定する了解が成立していたと認識している。 US Department of Defense. Law of 

War Manual. Lieber and Sons, 3rd ed., 2017, para. 19.20, n. 201. 
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（24） 第一追加議定書第四九条第三項からして軍事目標の定義や予防措置などに関する規定

を含む同議定書第四編第一部の宇宙空間への適用はない。石井、前掲注（18）、五一～五二頁。

しかし、この第四九条第三項は地上の文民に影響を与える海空戦への同部適用は認めるので、同



項のいう「空戦」に宇宙での戦いが解釈上含まれ得るかが問題になる。 

 

二章二節 

（1） オーガスト・ベクエイ『コンピュータ犯罪との戦い』奥山甚一・吉成哲信訳、工学社、

一九八〇年（原著 Bequai, August. Computer Crime. Lexington Books, 1978）。著者はかなり早
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（2） 本稿においては、コンピューターとコンピューターシステムへの侵入、乗っ取りなど

の行為を、便宜上「ハッキング」と記すこととする。便宜上、というのは、「クラッキング」と

いう用語の方が正確に意を伝えることができるのではないか、という説得的な議論があること

は認識している一方、「ハッキング」という用語の方が、より広く使用されていると思われるた

めである。 

（3） サイバー空間で展開される「攻撃」または「害意のある行動」については、「サイバー

テロ」、「サイバー攻撃」、「サイバー戦（争）」などいろいろな言葉が使われるが、法律的な観点

からは厳密な定義を意識して使用されるべきものも多いので、本稿では最も不正確のそしりを

逃れやすいであろう「サイバー攻撃」を、包括的概念を示すものとして使用している。 

（4） 「サイバー空間」も、いわば「何となく」使用されることが多い外来語であるため、念
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が標準的な理解であろうか。アメリカ国立標準技術研究所（NIST）による定義もほぼ同様の記述
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〈 “ cyberspace ”  COMPUTER SECURITY RESOURCE CENTER, NIST, 
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（5） ここに述べた前線と銃後とをはっきり区別することが困難となるという事態は、実は

サイバー空間の出現以前にも観察されている。二〇世紀の二度にわたる世界大戦の時期に航空

戦力が実用化され、それによって特に文民の居住地域や工業地帯などに対する戦略爆撃が行わ

れるようになったために、そのような区別が困難となる事態が現出したことを想起されたい。 

（6） 本書においては、第一章、特にその第二節において、ハイブリッド戦の定義や態様につ

いて詳述されているので、ハイブリッド戦に関する詳細かつ包括的な説明についてはそこに譲

ることとしたい。 

（7） 防衛省・自衛隊「第一章一、現在の安全保障環境の特徴」『令和 4 年版防衛白書』 二
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（10） Hoffman, Frank G. Conflict in the 21st Century: The Rise of Hybrid Wars. Potomac 

Institute for Policy Studies, December 2007, at 14. 引用部分の訳は筆者による。 
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方、ハイブリッド戦（Гибридная война）という言葉自体はあまり使用されない
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https://www.orfonline.org/expert-speak/public-attribution-and-its-scope-and-efficacy-as-a-

policy-tool-in-cyberspace-56826/. 

（19） Id. 
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Attorney Announces Arrest Of Macau Resident And Unsealing Of Charges Against Three 
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